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	プロジェクト名
	Ⅲ　次世代の青少年を育てる
	概 要
	府民運動の展開やインターネット等の有害情報対策等により、非行防止のための社会環境を整備します。

地域と連携した非行少年の立直りを支援します。

	
	　(2) 青少年の健全育成プロジェクト
	
	

	1 評価指標
	刑法犯少年の検挙・補導人員

	2 評価指標の推移、　 全国及び他府県比較
	○刑法犯少年（20歳未満）の検挙・補導人員　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：人）
15年
16年
17年

18年

19年

大阪府
13,941 (2,612)

11,866  (2,286)

12,068  (2,542)

11,542  (2,468)

10,886  (2,504)

東京都
14,738 (1,038) 

14,155　  (871)

13,425  (1,015)

11,810   (877)

10,531  (1,108)

神奈川県

10,717 (1,287)
10,551  (1,259)

10,900  (1,269)

9,923  (1,051)

8,454 　 (743)

愛知県
6,668   (703)

6,956    (790)

6,230    (743)

7,187    (870)

6,290    (924)

全国
165,943 (21,539)

155,038 (20,191)

144,234 (20,519)

131,604 (18,787)

121,128 (17,904)

　　　（資料）大阪府警察本部「大阪の少年非行」（平成１５年～１９年）
　　　　　　　注：（　）の数字は、うち触法少年（14歳未満）数

	3 関連指標
	(1) 少年検挙状況（学職別割合）
　　小学校　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　（単位：％）

15年
16年
17年
18年
1９年
大阪府
2.6
3.0
3.7
3.9
3.4
全国
3.0
3.2
3.4
3.6
3.7
　　中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　（単位：％）

15年
16年
17年
18年
1９年
大阪府
41.7
42.0
42.2
43.8
46.7
全国
33.0
32.9
34.6
34.6
36.3
　高等学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （単位：％）

15年
16年
17年
18年
1９年
大阪府
28.7
28.5
28.2
27.9
26.3
全国
37.7
37.9
37.1
36.3
35.0
　　　（資料）大阪府警察本部「大阪の少年非行」（平成１５年～１９年）
(2) 街頭犯罪における少年の割合（大阪府）
15年
16年
17年
18年
19年
総  　数（件）

7,850
6,915
6,128
6,677
5,928
うち少年（件）

5,393

4,489

3,978

4,327

3,719
少年の占める

割合（％）

68.7
64.9
64.9
64.8
62.7
　　　（資料）大阪府警察本部「大阪の少年非行」（平成１５年～１９年）
　　　　　　　注：「街頭犯罪」は、ひったくり、オートバイ・自転車盗等
	(3) 犯罪少年の再犯率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
　　
15年
16年
17年
18年
1９年
大阪府
34.1
33.9
32.9
33.7
34.2
全国
28.0

28.1

28.7

30.0

30.3
　

(4) 不良行為少年の行為別推移（大阪府）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

15年
16年
17年
18年
19年
喫煙
139,708
135,102
120,866
126,584
152,255
深夜徘徊
140,207

166,114

156,413

168,407

196,886

その他
17,061
15,083

9,221

8,536

8,390

総数
296,976
316,299
286,500
303,527
357,531
    　（資料）大阪府警察本部「大阪の少年非行」（平成１５年～１９年）
注：「その他」は、飲酒、不良交友、怠学、暴走行為等

(5) 出会い系サイトにおける被害状況（警察庁）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

　　
15年
16年
17年
18年
19年
被害者数

1,510
1,289
1,267
1,387
1,397
うち児童

1,287

1,085

1,153

1,061

1,100

うち女性

1,262

1,076

1,149

1,052

1,097

    注：「児童」とは、１８歳未満の者


	4 要因・背景等
	府内における少年非行の情勢は、昨年（平成１9年）１０，８８６人の刑法犯少年を検挙・補導し、５年ぶりに全国最多となる等、依然として厳しい状況にある。

なかでも、ひったくり等の街頭犯罪により検挙した人員の約６割を少年が占めており、また、非行の前兆とも言える深夜徘徊、喫煙等の不良行為で補導される少年は年間３５万件を超えている。

大阪の非行の特徴としては、全国では非行の中心が高校生であるのに対し、中学生が中心であり、低年齢層（触法少年）による非行が多く、再犯者率も高いことがあげられる。

また、インターネット社会の急速な発展と普及により、個人の情報収集能力やコミュニケーション能力が向上し、その利便性が飛躍的に高まっているが、インターネット上に、性や暴力に関する情報をはじめとする様々な違法・有害情報が氾濫し、各種犯罪の背景ともなっている。
そこで、地域（保護者・学校等）、関係機関・団体とが連携し、青少年を取り巻く社会環境の浄化、規範意識の醸成を図るなど、次代を担う少年の健全な育成を図るための方策を積極的に講じる必要がある。
	5 取組状況
	別紙のとおり

	6 　評　　　　価
	(1)緊急性・継続性

　 　刑法犯少年の検挙・補導人員数は、減少傾向にあるとはいえ、全国に比して減少率が低く、昨年は全国最多となる厳しい状況であり、また、府の特徴として、少年の中でも低年齢層にあたる触法少年の補導人員が２６年連続全国最多であることから、継続して非行少年の立直り支援活動等の非行防止対策を講じる必要がある。

また、情報社会の急速な発展により、違法・有害情報が氾濫している現状を改善するため、関係機関が連携して府民個々の規範意識を向上させ、青少年の健全な育成環境を構築する施策が求められている。

(2)府の関与の必要性
　 　国の青少年育成施策大綱においては、非行等問題行動の防止につながる積極的な施策の実施を、当面、特に取り組む課題と定めており、また、府の責務と基本施策を「大阪府青少年健全育成条例」において明らかにしている。 
	(3)施策の効果

　 　非行防止教室(⑯798回→⑲2,548回)など、各種取り組みを講じることにより、刑法犯少年の検挙・補導人員は減少傾向にあり、一定の効果は上がっている。

(4)特記事項



	
	【総　合　評　価】

大阪府の少年非行は、依然として厳しい状況にあり、その背景として社会全体の規範意識の低下等が指摘されているが、こうした状況に対応するためには、地域の人々（大人）等へのはたらきかけを通じ、非行防止のための社会環境を整備するとともに、子ども自身へのはたらきかけを行い、子ども自身が善悪を判断し、行動できるよう牽引してあげることが重要である。

そのため、青少年健全育成条例の精神に基づき、府民運動、事業者への協力活動等を展開や有害情報対策等を実施するとともに、青少年の非行の未然防止、立ち直りの支援についても、積極的に取り組む必要がある。

次代を担う青少年が健やかに育つこと、すなわち、青少年が社会的存在として社会への参画を果たすことは、社会の存立や発展に不可欠なことであり、引き続き、施策を推進していかねばならない。










